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厚生労働行政推進調査事業費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

総括研究報告書 

 

岩手県における東日本大震災被災者の支援を目的とした 

大規模コホート研究 

 

研究代表者  坂田 清美（岩手医科大学 衛生学公衆衛生学講座 教授） 

 

研究要旨 

本研究班では、東日本大震災で甚大な被害を受けた岩手県山田町、大槌町、釜石市、陸前高田

市の協力を得て健康調査を実施している。本研究班の目的は、平成 23 年度に研究に同意した被災

地住民約 1 万人に健康調査を実施することにより、健康状態の改善度・悪化度を客観的に評価し、

①被災者に適切な支援を継続的に実施しようとすること、②追跡研究を実施することにより、震

災の健康影響を縦断的に評価できる体制を構築することである。 

平成 23 年度から令和 2 年度に実施した被災者健康調査のデータを用いて、10 年間の健康状態

の推移やその関連要因の検討を行った。その結果、被災者健康診査受診者においては全体的に心

身の健康状態は改善傾向が認められた。しかしながら、災害公営住宅居住者では、依然として健

康状態や生活習慣、社会的支援に問題を抱える住民の割合が多いことなど、問題が残っているこ

とが明らかになった。また近年の傾向として、災害公営住宅の居住者においてより多くの問題が

みられるようになっており、新たな生活環境におけるサポートやケアが必要であると考えられた。 

 

研究分担者 

祖父江憲治（岩手医科大学 学長） 

小笠原邦昭（岩手医科大学 脳神経外科学講

座 教授） 

石橋 靖宏（岩手医科大学 内科学講座 脳

神経内科・老年科分野 非常勤

講師／北上済生会病院 副院長） 

滝川 康裕（岩手医科大学 内科学講座 消

化器内科肝臓分野 教授） 

小山耕太郎（岩手医科大学 小児科学講座 

教授） 

田中 文隆（岩手医科大学 内科学講座 

腎・高血圧内科分野 准教授） 

佐々木亮平（岩手医科大学 教養教育センター

人間科学科体育学分野 助教） 

酒井 明夫（岩手医科大学 副学長） 

大塚耕太郎（岩手医科大学 神経精神科学講

座 教授） 

 

鈴木るり子（岩手医科大学衛生学公衆衛生学

講座 非常勤講師） 

西  信 雄（国立研究開発法人医薬基盤・健

康・栄養研究所 国際栄養情報セ

ンター センター長） 

鈴木 康司（藤田医科大学 医療科学部 臨

床検査学科  教授） 

米澤 慎悦（岩手県予防医学協会 事務局長） 

下田 陽樹（岩手医科大学 衛生学公衆衛生

学講座 助教）
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Ａ．研究目的 

本研究班の目的は、平成 23 年度に研究に同

意した東日本大震災の被災地である岩手県の

住民約 1 万人に健康調査を実施することによ

り、健康状態の改善度・悪化度を客観的に評

価し、被災者に適切な支援を継続的に実施す

ること、震災の健康影響を縦断的に評価でき

る体制を構築することである。 

被災による健康影響は、脳卒中、心疾患等

の循環器疾患の発症やそれによる死亡、うつ

や心的外傷後ストレス障害（PTSD）といった

メンタルヘルスの問題などさまざまなものが

ある。岩手県の被災地域は医療過疎地で、以

前から脳卒中死亡率や自殺死亡率が高い地域

である。被災地の住民は、震災により、肉親・

友人の喪失、住居の破壊、失業といった様々

な変化を経験し、また将来に対する不安を継

続して抱えており、こうしたストレスにより

脳卒中や自殺死亡がさらに増加する可能性が

高い状態にある。脳卒中や心疾患といった循

環器疾患の発症については、我が国において

は被災地域における大規模な罹患データによ

る調査は十分に行われておらず、発災直後の

急性期における発症状況やその後の中長期的

な影響は十分に明らかになっていない。 

本研究では平成23年度から令和2年度にか

けて被災者健康調査を毎年実施して住民の健

常状態を把握し、自治体と連携しながら市町

村保健師への報告や適切な保健医療機関への

受診勧奨、メンタルヘルスの問題については

岩手県こころのケアセンター・地域こころの

ケアセンターとの協働による支援を継続的に

行った。また以下のとおり、震災後の急性期、

および中長期における健康影響について分析

を実施した。 

 

１．東日本大震災被災者健康調査データの総

合的解析 

対象者の健康状態は健康診査による血液検

査、呼吸器検査、歯科健診による口腔衛生、

質問紙調査によるメンタルヘルスの状態、頭

痛、生活習慣、居住形態、高齢者の生活機能

といった多岐にわたる観点から把握して分析

を実施した。 

また、平成 23 年度と平成 24 年度には被災

時 9～14 歳の小児本人あるいは保護者を対象

としてアンケートによる調査を実施し、被災

後の小児における被災後の心と行動の変化、

心理的苦痛について検討した。平成 23 年度に

血清の保存に同意した対象者の血清サンプル

を用いて microRNA の測定を行い、震災後の

ストレス反応、腎機能、死亡との関連につい

て解析した。平成 27 年度には内陸部居住者の

健康調査を実施し、被災者健康調査の対象で

ある沿岸部居住者との比較分析を実施した。

令和元年度には災害公営住宅の訪問調査を行

い、生活状況について聞き取りを実施した。 

 

２．岩手県の脳卒中・心疾患の罹患および死

亡と岩手県内の地域差について 

全県下における被災者が脳卒中にて搬送さ

れる可能性のある全ての病院に対する脳卒中

罹患調査、心筋梗塞、心不全にて療養する可

能性のある全医療機関に対する心疾患罹患調

査の結果に基づき、脳卒中、心疾患の罹患お

よび死亡を分析した。 

 

３. 被災地域における精神保健調査 

被災地住民における精神疾患の有病率、医

師受診率、自殺行動について明らかにするこ

とを目的として面接調査を実施し、非被災地

域の住民と結果を比較して分析した。 

 

４. 被災地のこころのケアについて：東日本 

被災者健診の受診者対応 

岩手県こころのケアセンターでは市町村に

おける東日本被災者健診の健診受診者のフォ

ローアップを支援している。当ケアセンター

における東日本被災者健診の受診者対応の把

握を行った。 
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５. 被災者健診未受診者の分析 

 研究期間中に被災者健診の受診率が低下し、

健康状態を把握できていない住民が増加した。

健康状態の悪い住民が健診に参加できていな

い可能性が考えられたことから、健診未受診

者を対象として未受診理由や健康状態を把握

することを目的とした調査を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

１．東日本大震災被災者健康調査データの総

合的解析 

東日本大震災で甚大な被害を受けた岩手県

山田町、大槌町、釜石市平田地区、陸前高田

市を対象に健康調査を実施した。ベースライ

ン調査は、平成 23 年度に実施した。対象地域

の 18 歳以上の全住民に健診の案内を郵送し、

健診会場にて研究参加の同意を得た。以降、

令和 2 年度まで健康調査を毎年実施した。 

健康診査の項目は、身長・体重・腹囲・握

力、血圧、眼底・心電図（40 歳以上のみ）、

血液検査、尿検査、呼吸機能検査である。ま

た、大槌町でのみ歯科健診および口腔衛生に

関する質問紙調査を実施した。 

問診調査の項目は、被災者の生活や健康状

態、心情を考慮し、時期に応じて項目の修正

を図ってきた。平成 23 年度の項目は震災前後

の住所、健康状態、治療状況と震災の治療へ

の影響、震災後の罹患状況、8 項目の頻度調

査による食事調査、喫煙・飲酒の震災前後の

変化、仕事の状況、睡眠の状況（アテネ不眠

尺度）、ソーシャルネットワーク、ソーシャ

ルサポート、現在の活動状況、現在の健康状

態、心の元気さ（K6）、震災の記憶（PTSD）、

発災後の住居の移動回数、暮らし向き（経済

的な状況）である。平成 24 年度には頭痛の問

診を追加した他、平成 25 年度は、震災による

死別や家屋被害、現在の居住環境についても

質問項目を追加した。平成 28 年度は教育、日

中の眠気（エプワース眠気尺度）の項目を追

加した。65 歳以上の受診者には平成 23 年度

から活動状況等に関する追加調査を行ってい

る。 

平成 23 年度から令和 2 年度までに 10 回実

施した被災者健診すべてを受診した者を対象

に、10 年間の健康状態、生活習慣、社会的支

援の推移を分析した。調査時点の居住形態と

健康状態、生活習慣、社会的支援の関連を分

析した。また被災者健康調査の調査項目につ

いて、以下のとおり分析を実施した。 

頭痛に関する分析として、東日本大震災被

災地域における頭痛の関連因子がどのように

変化してきたか、震災前と 2012 年から 2019

年までの調査結果を比較した。 

血圧変動に関する分析として、東日本大震

災の津波被災者を被害状況別に震災後 5 年に

わたる血圧変動について比較検討した。また

降圧薬服用の有無による影響についても同様

に解析した。 

血液検査値の異常については健診における

血液検査異常者割合の推移、メタボリックシ

ンドローム（MetS）と肥満関連疾患既往との

関連、糖尿病発症の危険因子について分析を

実施した。 

食事摂取と生活機能については、食品の摂

取状況および身体活動量と、健診所見、生活

行動、社会的決定要因の関連について分析を

実施した。 

大槌町における口腔保健関連調査について

は、重篤な口腔粘膜疾患（口腔癌、白板症、

口腔扁平苔癬）の発生状況、口腔関連 QOL

の変化を分析した。 

肺機能の分析としては、予測肺活量（%)、

一秒率(%)、予測一秒量(%)の推移を明らかに

し、喫煙行動との関連を検討した。 

小児における心理的苦痛の分析では、被災

3 年後の被災地在住の小児における心理的苦

痛の保有割合を明らかにし、被災半年後の心

と行動の変化と被災 3 年後の心理的苦痛との

関連について検討した。 
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microRNA（miRNA）の解析については、

平成 23 年度に採血して保存した血清中の

miRNA 値と、その後のがんおよび循環器死亡、

腎機能、心理的ストレス（K6 尺度得点）との

関連について検討した。 

平成27年度には岩手県内陸地域S町におい

て、被災者健康調査と同様の調査票による調

査を実施した。岸部居住者を対象とした被災

者健康調査の結果と比較して分析を行った。 

 令和元年度の災害公営住宅の訪問調査は、

平成 30 年度の被災者健康調査で健診項目あ

るいは調査票項目で健康不良がみられた高齢

者を対象として実施した。過去の転居状況、

治療状況、住環境、生活状況等について聞き

取り調査を行い、被災者健康調査のデータと

あわせて回答を分析した。 

  

２．岩手県の脳卒中・心疾患の罹患および死

亡と岩手県内の地域差について 

脳卒中罹患については沿岸地域と内陸地域

の別に算出し、さらに沿岸地域を軽度浸水地

域と高度浸水地域に分けて年齢調整罹患率を

算出した。震災前の平成 20 年度から平成 22

年度を基準にして、平成 23 年度の震災年と、

平成 24 年度から平成 29 年度の震災後の脳卒

中罹患の相対危険度をそれぞれの地域で算出

した。 

 震災後の急性期における急性心筋梗塞症 

(AMI)・突然死 (SD)の発症率を、震災前 2 年

間の同時期と比較して分析を行った。 

 

３. 被災地域における精神保健調査 

平成26年度に岩手県沿岸A市の仮設住宅に

住む 20 歳以上の住民を対象として、WHO 統

合国際診断面接（構造化面接法）を用いた面

接調査を実施した。精神疾患の有病率、医師

受診率について、同時期に実施した一般住民

調査の結果と比較して分析を行った。 

また平成 25 年度から平成 26 年度にかけて

岩手県、宮城県、福島県の 3 県の被災地域で

同様の面接法による調査を行い、自殺念慮に

ついて同時期に実施した一般住民調査の結果

と比較して分析を行った。 

 

４．被災地のこころのケアについて：東日本 

被災者健診の受診者対応 

岩手県こころのケアセンターにおける東日

本被災者健診の活動内容及び対応者の傾向を

平成24年度から令和2年度にかけて継続的に

調査した。こころのケアセンターの対応状況、

対応者の特徴や対応結果、フォロー方法、相

談背景、相談主訴の推移等について分析を行

った。 

 

５. 被災者健診未受診者の分析 

 平成 27 年度の被災者健診未受診者を対象

として、平成 28 年度に前年度健診の未受診理

由および健康状態に関する項目の調査票を用

いて、郵送・留置調査併用法による調査を実

施した。未受診理由の集計、健診受診者との

健康状態の比較による分析を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究では、被災者の個人情報を含むデー

タを扱う。データの使用にあたっては、被災

者本人に対して、研究の目的・方法等の趣旨、

及び個人情報が公表されることがないことを

明記した文書を提示し、口頭で説明した上で

インフォームドコンセントを得た。同意者に

は同意の撤回書を配布し、同意の撤回はいつ

でも可能であり、撤回しても不利益を受けな

い旨を伝えた。 

本調査によって得られた個人情報は、岩手

医科大学衛生学公衆衛生学講座の常時電子施

錠しているデータ管理室と被災者健診のため

に新たに設置した情報管理室に厳重に管理し

ている。データ管理室と情報管理室は許可さ

れた者以外の出入りが禁止されている。出入

りは ID カードによって施錠管理されている。

電子化された情報は情報管理室のネットワー
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クに接続されていないパソコンで管理されて

いる。解析には個人情報を削除したデータセ

ットを用いる。 

本研究の実施にあたっては、対象者の負担

の軽減及び結果の効率的な活用の観点から、

必要に応じ、他の「東日本大震災における被

災者の健康状態等及び大規模災害時の健康支

援に関する研究」とのデータや結果の共有等

の連携を行う。また、本研究は厚生労働省・

文部科学省の「疫学研究の倫理指針」および

「人を対象とする医学系研究に関する倫理指

針」に従って実施している。なお本研究は、

岩手医科大学の倫理委員会の承認を得ている。 

 

Ｃ．研究結果 

１．東日本大震災被災者健康調査の実施と調

査データの総合的解析 

平成 23 年度の健診受診者数は 10,475 人、

平成 24 年度は 7,687 人、平成 25 年度は 7,141

人、平成 26 年度は 6,836 人、平成 27 年度は

6,507 人、平成 28 年度は 6,157 人、平成 29 年

度は 5,893 人、平成 30 年度は 5,638 人、令和

元年度は 5,420 人、令和 2 年度は 4,284 人であ

った。 

平成 23 年度から令和 2 年度までに 10 回実

施した被災者健診すべてを受診した者 2,803

人を対象に、10 年間の健康状態、生活習慣、

社会的支援の推移を分析したところ、心の健

康、睡眠の問題、飲酒、喫煙、社会的支援の

不足といった指標において、初年度以降、問

題を有するものの割合は減少、あるいは横ば

いの推移となっていた。しかしながら、高血

圧、糖尿病の有所見者は徐々に増加している

傾向がみられた。また、居住形態と健康状態、

生活習慣、社会的支援の関連性の検討におい

ては、災害公営住宅の居住者で、男性では K6

による精神的健康度の問題、アテネ不眠尺度

による睡眠の問題、主観的健康状態不良、運

動量が週 23 メッツ・時未満の者、社会的支援

の不足している者の割合が多い傾向が認めら

れた。女性では K6 による精神的健康度の問

題、主観的健康状態不良、喫煙者、運動量が

週 23 メッツ・時未満の者、社会的支援の不足

している者が多い傾向が認められた。近年の

傾向として、災害公営住宅の居住者において

より多くの問題がみられるようになっていた。 

頭痛有病率は平成 24 年度に震災前に比べ

高くなり、その後、平成 30 年度まで有意に減

少してきた。調査期間を通して頭痛を持つ群

は若年で、女性に多く、精神的因子、震災関

連 PTSD 因子を持つ頻度が高く、身体因子、

飲酒習慣、友人との交流を持つ頻度は低かっ

た。住居因子は 2016 年から 2017 年にかけて

影響が消失していた。 

全対象者の多変量調整した収縮期血圧値は

住居移動有群、住居移動無群とも経時的に低

下した。降圧薬非服用群の多変量調整した住

居移動有群の収縮期血圧値は、住居移動無群

と比較して、震災 2 年目、3 年目、5 年目が有

意に低かった。 

検査異常の割合は、肝障害 (18.7%)、脂質

異常 (44.6%)、糖能異常 (18.5%)が高く、その

頻度は過去 9 年間を通じて変化なかった。さ

らに 2011 年の段階の MetS 判定（該当・予備

軍・非該当）とその後の肥満関連疾患発症と

の関連を解析すると、糖尿病、狭心症、脂肪

肝、乳癌（女性）発症との関連がみられた。

このうち最も罹患率の高い糖尿病の発症危険

因子を解析すると、MetS 該当の他に、握力低

下が有意の因子として選択された。 

食事摂取については、乳製品の 1 日 1 回以

上摂取で有意な高血圧発症の低下がみられた。

また女性では卵摂取頻度、男性では果物類摂

取頻度と高血圧有病オッズ比の負の関連が示

された。食事摂取不良とソーシャル・キャピ

タル（SC）スコア低値の関連が女性で顕著に

みられた。高齢者における行動変容が可能な

生活習慣(身体活動、食事、喫煙、飲酒、睡眠、

主観的健康観)と早期生活機能低下との関連

の分析では、食物多様性が高いこと、肉、豆
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類、果物といった食物摂取行動、ならびに主

観的健康観良好が、全般的生活機能低下予防

に強く関連していた。 

口腔衛生状態については、口腔粘膜疾患の

被災後 5 年間の年齢調整発生率は、日本にお

ける平時の先行研究結果に比べ、白板症と口

腔扁平苔癬で高い発生率が観察された。また

口腔関連 QOL（GOHAI 得点）の変動を目的

変数に、各口腔診査項目と K6 得点を独立変

数とした分析の結果、平成 23 年度から平成

26 年度での GOHAI 得点の上昇とは平成 23

年度に「未処置齲歯があること」が、GOHAI

得点の下降とは「義歯の使用」が有意に関連

していた。平成 26 年度から平成 28 年度、平

成 28 年度から平成 30 年度でも GOHAI 得点

の上昇と有意に関連していたのは、すべて「未

処置齲歯があること」であった。また、年度

間での齲蝕の変動と GOHAI 得点の変動を比

較したところ、GOHAI 得点の上昇と齲蝕の減

少が有意に関連していた。また、令和元年度

まで同様に継続受診した者を対象に現在歯数

と口腔関連 QOL の推移を検討した結果、平均

現在歯数は平成 23 年度から年次減少してい

た。これに対し GOHAI 得点の中央値は震災

直後の平成 23 年度に最も低く、その後徐々に

上昇し、平成 26 年度～平成 28 年度に最も高

い値となり平成 29 年度～令和元年には再び

低下した。 

肺機能の解析について、2011 年から 2019

年までの調査による予測肺活量(%)、予測 1

秒量(%)の比較を行うと予測肺活量(%)、予測

1 秒量(%)ともに 2015 年までの有意な変化を

伴う増加傾向から、2016 年度から一転して続

いている減少傾向となり、2019 年では予測 1

秒量(%)に微増傾向を認めた。喫煙と呼吸機能

の関連では、震災後に喫煙率が年々減少して

おり、現在も喫煙を継続することの呼吸機能

に関する影響が示唆された。 

小児調査の分析では、心理的苦痛の保有割

合は男児より女児で有意に高く、被災時年齢

12 歳以上で高い傾向が見られた。家族や友人

の死・行方不明について心理的苦痛と有意な

関連があった。平成 23 年度時点の心と行動の

変化のうち「必要以上におびえる」、「落ち

着きがない」、「わけもなく不安そうになる」、

「勉強に集中できない」、「やる気がおこらな

い」、「学校に行くのを嫌がる」、「兄弟や

ペットをいじめる」、「口数が少なくなった」、

「友達と喧嘩が多くなった」が心理的苦痛と有

意に関連した。 

血清 miRNA と死亡との関連については、

血清 miR-197 の高値群では、低値群と比較し

てがん死亡のリスク上昇の傾向を示した。腎

機能との関連については、血清 miR-126、

miR-197 および miR-223 ともに高値群では低

値群に比べ、CKD のオッズ比が有意に低かっ

た。精神健康度との関連では、男性の

miRNA-197 高値群は低値群と比べ、精神健康

度不良（K6 尺度 13 点以上）のオッズ比が有

意に高かった。 

岩手県内陸地域 S 町での健康調査の結果を、

沿岸部居住者を対象とした被災者健康調査の

結果と比較して分析を行った。発災直後の

2011 年度データでは沿岸部の健康状態が不

良であることが確認された。しかしながら

2015 年度データを比較すると、内陸部 S 町に

おいてメンタルヘルス、社会的孤立、不眠症

状、健康度自己評価の有所見者割合が多かっ

た。 

災害公営住宅の訪問調査においては、訪問

調査を行った高齢者全員が現在の災害公営住

宅を「終の住処」と考え、今後の転居予定は

ないと回答していた。災害公営住宅入居まで

様々な住居を転々とし、転居するたびに新た

な関係性を作り上げる事に困難を感じていた。

さらに発災直後は多くの支援活動が活発に行

われていたが現在はないこと、自主的な活動

にも参加していない現状が明らかとなった。 

 

２．岩手の脳卒中罹患および脳卒中死亡の推
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移と岩手県内の地域差について 

岩手県における脳卒中罹患率について、年

齢調整罹患率は、震災年は震災前と比べて沿

岸地域の男性のみが一時的に増加しており、

震災後はすべての地域で男女とも減少してい

た。脳卒中罹患の相対危険度は、震災年はす

べての地域で男女とも有意ではなく、震災後

は内陸地域男性 0.91 (95%信頼区間 0.87-0.96)、

内陸地域女性 0.93 (0.89-0.97)、沿岸地域男性

0.85（0.78-0.93）、沿岸地域女性 0.87 (0.81-0.94)

であり、軽度浸水地域男性 0.88 (0.80-0.98)、

軽度浸水地域女性 0.82 (0.75-0.89)、高度浸水

地域男性 0.79 (0.68-0.91)、および高度浸水地

域女性 0.98 (0.86-1.11)であった。 

震災後急性期の AMI・SD 発症数について

は、本震発生後 1 週目の AMI・SD 発症数は、

震災前 2 年間の同時期と比較し、約 2 倍増加

した。震災前 2 年間の同時期と比較した震災

後 AMI・SD 発症数は、2 週目には同等となっ

たが、強余震のあとの 3 週目および 4 週目に

再び増加した。さらに、震度と AMI・SD 発

症数との間に正の相関がみられた。震災後

AMI・SD 発症は特に女性や 70 歳以上の高齢

者での増加が顕著であった。 

 

３. 被災地域における精神保健調査 

過去 12か月間のDSM-IV診断によるいずれ

かの精神疾患をもつ有病率は、同時期に調査

した東日本の一般地域住民における有病率と

比べて有意ではないが高かった。疾患別では

大うつ病、全般性不安障害、および PTSD が

多かった。東日本の一般地域住民と比較する

と、仮設住宅住民では PTSD が有意に多かっ

た。アルコール乱用、アルコール依存症につ

いては仮設住宅の回答者には該当者がいなか

った。また過去 12 ヶ月間に何らかの精神疾患

の診断に該当した者のうち、医師を受診して

いた割合については、東日本の一般地域住民

と比較して有意ではないが高かった。 

岩手県、宮城県、福島県の３県の仮設住宅

住民では、同時期の東日本一般住民とくらべ

て、自殺念慮の発生率が約３倍高かった。未

婚および震災で負傷した者、および身体的健

康状態の悪い者に自殺念慮のリスクが高かっ

た。 

 

４．被災地のこころのケアについて：東日本 

被災者健診の受診者対応 

岩手県こころのケアセンターが対応したケ

ースは多くが被災者健康調査におけるアテネ

不眠尺度と心の健康度（K6 尺度）の高得点者

であり、一部高得点者ではないが保健師等か

ら見てフォローが必要なケース、本人の相談

希望があったケースも含まれていた。ケアセ

ンター対応の年度別相談主訴の内訳は睡眠の

問題、次いで身体症状が多く、検知される症

状の背景には健康問題だけでなく、被災者の

直面している現状が反映されていた。 

 

５. 被災者健診未受診者の分析 

 未受診理由で最も多かったのは「職場で健

診を受けた」、次いで「病院で検査を受けた」

であった。職場の健診、病院受診、人間ドッ

クを受診したものを合わせると 3 分の 2 程度

の対象者が何らかの形で検査を受けているこ

とが明らかとなった。年齢別でみると職場健

診は 64 歳以下に多く、病院受診は 65 歳以上

で高くなっていた。また、「体調が悪く外出

できない」者も約 5%みられた。 

受診状況と健康状態、ソーシャルネットワ

ーク、ソーシャル・キャピタルの比較では、

精神健康不良、PTSD 症状、不眠の疑い、主

観的健康感不良、ソーシャルネットワークの

不足が未受診者で有意に多かった。 

 

Ｄ．考察 

本研究では、平成 23 年度から令和 2 年度に

かけて収集してきた健診および質問紙調査の

データを用いて、被災地住民に生じている健

康課題を様々な点から明らかにした。 
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10 年間の健康状態、生活習慣、社会的支援

の推移を分析したところ、心の健康、睡眠の

問題、飲酒、喫煙、社会的支援の不足といっ

た多くの指標で問題を有するものの割合は減

少、あるいは横ばいの推移となっており、全

体としては被災者の健康状況は落ち着きを取

り戻しつつあることがうかがえた。一方で高

血圧、糖尿病の有所見者は徐々に増加してい

る傾向がみられた。こうした傾向は対象者が

高齢化しつつあることも要因の一つであると

考えられるが、このような有所見者に対して

必要な支援を行っていく必要があると考えら

れる。 

居住形態と健康状態、生活習慣、社会的支

援の関連性を検討した結果、災害公営住宅の

居住者で K6 による精神的健康度の問題、ア

テネ不眠尺度による睡眠の問題、主観的健康

状態不良、喫煙者、運動量の不足している者、

社会的支援の不足している者の割合が多い傾

向が認められた。現在の住居について、仮設

住宅の居住者の人数は大きく減少している状

況が認められた。災害公営住宅の居住者は、

震災前と同じ住居に居住している者にくらべ

て多くの健康問題が認められた。近年、対象

地域では仮設住宅から災害公営住宅、あるい

はその他の住居への移行が進んでいるが、移

行によりそれまでの地域における関係、支援

が失われることが、住民の健康状態に影響し

ていることが考えられる。 

頭痛に関する分析では、震災前に比較して

震災1年後の平成24年度には頭痛を持つ率が

増加しており、その後は低下傾向を示した。

この変化は震災後の対象者自身の内部要因ま

たは周囲環境要因における変化に影響されて

いると考えられる。平成 24 年度以降の頭痛を

持つ率の減少は精神的因子の減少、喫煙と運

動習慣の減少、PTSD の減少や友人との交流

が少ない者の増加との関連が推察された。 

血圧に関する分析では、全対象者の均収縮

期血圧値は震災後 5 年にわたって低下してい

た。震災被害が大きかった住居移動有群で、

収縮期血圧値の低下の程度が大きかった。本

研究の対象地域では、震災後中長期の血圧上

昇は認めず、逆に震災後に地域全体として血

圧管理が改善したと考えられる。このことは

震災後の支援による被災地の医療へのアクセ

スを含む医療環境の改善や、高リスクな被災

者への生活環境改善の介入による効果と考え

られた。本研究の結果から、被災地に対して

健康保持増進活動による介入を中長期に続け

ることにより、被災者の中長期の心血管イベ

ントを抑制できる可能性があることが示唆さ

れると考えられる。 

被災地での血液検査異常は、被災から時間

を経るにつれて変化がみられた。発災直後の

平成 23 年度は飲酒と関連した肝障害が認め

られ、その背景に被災に伴う生活苦や精神障

害が伺われた。翌年の平成 24 年度から一貫し

て認められている肝障害（脂肪肝）、脂質異

常症、耐糖能異常は、発災前と頻度に大きな

差はなく、飲酒、肥満と強い関連があり、被

災というよりも生活習慣に起因する全国の一

般的な傾向と同様の異常と考えられた。 

肥満関連疾患の既往と MetS との関連を解

析した結果、糖尿病、狭心症、脂肪肝、乳癌

（女性）の発症と MetS との関連が示唆された

が、中でも糖尿病は極めて高頻度であった。

一方で、MetS 非該当の住民からも相当数の糖

尿病発症が認められたことから、肥満、内臓

脂肪増加などの病態を基盤としない糖尿病発

症リスクの探索も必要と考えられた。糖尿病

発症リスクに関して、MetS 該当、腹囲（女性）

はやはり重要な危険因子であることが確認さ

れたが、これとは別に男女ともに握力低下が

有意な危険因子として選択され、しかも MetS

非該当者における糖尿病発症と握力低下の間

に有意の関連を認めた。糖尿病の危険因子と

して MetS の病態の他に、筋力低下、低栄養

などのサルコペニア関連の病態が重要である

と考えられた。 
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食事摂取と生活機能について、東北地方は

従来より昇圧に寄与する塩分摂取量の多い地

域でもある。このような高血圧のハイリスク

地域においても、カリウムを多く含む果物や

乳製品の摂取頻度が高いと高血圧有病のリス

クが低いことが示唆された。特に女性におい

て SCが食事摂取状況と関連していたことは、

震災によって周囲の人との交流の維持が難し

くなったことが、結果に影響したと考えられ

る。本研究から、食物多様性が高いこと、肉、

豆類、果物といった食物の積極的摂取行動、

ならびに主観的健康観良好は、被災高齢者に

おける継続的な生活機能低下予防に寄与する

ことが明らかとなった。高齢期においては、

嚥下や口腔機能の低下により動物由来食品を

避ける傾向にあることが報告されているが、

生活機能維持、ならびにそれに続く機能低下、

虚弱化、介護予防のために、たんぱく質が豊

富な食事の積極摂取が求められる。望ましい

生活習慣と併せ良好な健康観を保つことが、

将来の死亡や、機能低下に働くと考えられる。 

口腔保健調査について、本調査の白板症と

口腔扁平苔癬の 5 年発症率を平時の過去の報

告と比較すると、いずれも本調査で高かった。

高頻度の口腔粘膜疾患がみられた要因につい

て、さらなる検討が必要であると考えられる。

また口腔関連 QOL と関連要因について、一般

に口腔関連 QOL は加齢とそれに伴う現在歯

数の減少が大きな低下要因といわれている。

しかし、被災地地域住民の口腔関連 QOL は、

歯科健康調査での齲蝕の検出とその後の歯科

治療によって改善されたことが示唆された。

また、現在歯との関連においても加齢により

現在歯数が年次減少するのに対して口腔関連

QOL は被災後の生活環境などの要因が大き

く作用し、震災 3～5 年後程度の期間、口腔関

連 QOL は向上していた。本研究の分析対象は

被災者健診の継続受診者であり、口腔保健を

含めた健康関連事象に高い関心を持っている

ことが予測される。歯科医療費の無料化や、

復興による歯科医療機関の再開といった歯科

保健医療サービスの向上が口腔関連 QOL の

上昇と関連した可能性がある。 

肺機能の解析について、震災後に喫煙率が

年々減少し全体として予測 1 秒量（％）の平

均に影響を与えた可能性が考えられるが、今

回の解析結果ではそこまでの因果関係を考察

することはできなかった。一方、喫煙を継続

するケースの呼吸機能への影響は頑健である

と思われ、地域の健康を考えるうえで喫煙習

慣は変わらず重要な因子であると思われた。 

小児調査について、被災半年後の心と行動

の変化として不安や抑うつに関する変化、集

中力の低下に関する変化、攻撃的行動に関す

る変化が見られた例では被災 3 年後に心理的

苦痛ありの割合が高くなることが示唆された。

ただし、家族や友人の死・行方不明以外の被

災状況と心理的苦痛との間に有意な関連は見

られず、被害の大きさよりも環境の変化によ

る影響が大きい可能性が考えられた。 

microRNA の分析研究については、血管内

炎症や血小板活性化等と関連することが報告

されている血清 miR-197 が、震災後の強い心

理的ストレス状態と関連し、また高値群でが

ん死亡のハザード比が高い結果を示し、この

miRNA の測定により被災後のがんによる死

亡を予測できる可能性を示唆した。また血管

機能の変化を示す miRNA を測定することに

より、被災地における腎機能低下を早期に発

見しうることが示唆された。 

内陸部での健康調査と沿岸部での被災者健

康調査の比較について、発災直後の 2011 年度

データでは沿岸部の健康状態が不良であるこ

とが確認された。しかしながら 2015 年度デー

タを比較すると、内陸部 S 町においてメンタ

ルヘルス、社会的孤立、不眠症状、健康度自

己評価の有所見者割合が多かった。先行研究

では、被害の大きかった地域では支援が手厚

い一方で、その周辺地域は忘れられた被災地

となりがちであることが指摘されている。そ
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のため、支援を必要としていても十分に支援

が受けられていない住民が内陸部に一定数、

存在する可能性がある。特に、沿岸部から内

陸部に移動した住民においては、震災以降に

社会関係が変化することからフォローが必要

になると考えられる。 

災害公営住宅に居住する高齢者においては、

独居率が有意に高く、ソーシャルキャピタル

やソーシャルネットワークが乏しい状況にあ

った。住み慣れた土地を離れて災害公営住宅

に入居した高齢者においては、その地域の既

存のコミュニティの有無にかかわらず、新た

な土地で社会的な交流、資源にアクセスする

ことは難しい現状が伺えた。 

 

２．岩手の脳卒中罹患および脳卒中死亡の推

移と岩手県内の地域差について 

 脳血管疾患の罹患率とその推移について、

本研究は 2011 年東日本大震災の津波被害を

受けた沿岸地域の脳卒中罹患は、震災後に有

意に減少し、津波被害が大きいほど減少幅が

大きかったことを明らかにした。 

現在も多くの被災者支援活動が続いており、

医療費無料化も継続されている。震災年以降

の脳卒中罹患が内陸より減少していたのはこ

れらの被災者支援活動によるものと考えられ

た。また震災後の人口移動は、震災年以降の

脳血管疾患罹患率に影響を与えたもう一つの

要因と思われる。この研究は様々な限界があ

る。岩手県脳卒中登録では脳血管疾患のリス

クファクターや震災後の居住形態についての

情報が含まれていない。津波被害によりいく

つかの自治体では人口データが喪失し、震災

後数ヶ月間の人口データが集計不能であった

ため、震災直後の急激な人口減少は本研究で

は加味されていない。震災数ヶ月後たってか

ら沿岸部の急激な人口減少は落ち着き震災前

に近くなっていた。すなわち、本研究では震

災年の脳血管疾患罹患率は過大に算出されて

いる可能性がある。 

本研究の結果は震災後中長期間の沿岸津波

被災地の脳卒中罹患の真の姿を示している。

これらは今後近い将来起こりうる巨大地震と

津波による被災者の支援活動の重要な情報で

ある。2011 年東日本大震災の被災者は災害仮

設住宅から災害公営住宅への転居がまもなく

完了すると同時に、様々な被災者支援活動、

医療費無料化もまもなく終了しようとしてい

る。津波被災地の脳血管疾患罹患の動向を今

後も継続して追跡することが重要である。 

震災後急性期の AMI・SD 発症数について

は、本震と余震の震度と AMI・SD 発症数と

の間に正の相関がみられたことから、震災に

よる直接の心的ストレスが AMI・SD 発症を

誘発したことが推測された。女性で不安や緊

張の心的因子が虚血性心疾患 (IHD)のリスク

とより深い関連をもつことがこれまでの疫学

研究で明らかにされており、震災後 AMI・SD

発症が女性で顕著に増加したことと関係があ

ることが推察された。また一般に、高齢者で

は高血圧や糖尿病などの IHDリスクの罹患が

高いことが知られている。このようなリスク

を震災ストレスがさらに高めたことにより、

70 歳以上の高齢者の震災後 AMI・SD 発症が

顕著に増加したことが推察された。 

 

３. 被災地域における精神保健調査 

仮設住宅住民では、不安障害、特に PTSD

の有病率が高かった。一方、仮設住宅住民で

はアルコール乱用・依存の診断基準を満たす

者がいなかった。これはアルコール問題で住

宅にひきこもりがちな者が調査に参加しなか

ったためである可能性がある。本調査ではア

ルコール乱用・依存の頻度は過小評価されて

いると考えられる。 

 過去12ヶ月間の精神疾患の経験ありの者の

うち約三分の一が医師を受診していた。これ

は東日本の一般住民と比べてやや高い受診率

であった。これは早期にこころのケアチーム

が精神保健医療を提供し、また自治体などが
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住民の調査や家庭訪問により住民の心の健康

状態の把握に努めている結果であることが考

えられた。 

 岩手県、宮城県、福島県の３県の仮設住宅

住民では、同時期の東日本一般住民とくらべ

て、自殺念慮の発生率が約３倍高かった。仮

設住宅住民では、自殺念慮は震災１年目に最

も大きく増加したが、２年目、３年目にもそ

の程度は少なくなるがやはり増加していた。

家屋を失うなど一定以上に被災した住民では

震災２年目までは自殺念慮の発現リスクが高

いことに注意すべきである。仮設住宅住民の

震災後の自殺念慮は、離死別および未婚者、

震災時に自分が負傷した経験のある者で発生

しやすかった。死別、負傷の経験は、震災時

の心理的外傷の程度の強さと関連している可

能性がある。震災時の強い恐怖やトラウマが

自殺念慮の発生に影響を与えていることが考

えられる。震災後の自殺念慮は、身体的健康

度の不良とも関連していた。本調査では精神

的健康度よりも身体的健康度の影響が大きく、

自殺予防のためには身体的健康が不良な者に

も着目してケアを行う必要があることが示唆

された。 

 

４．被災地のこころのケアについて：東日本 

被災者健診の受診者対応 

 岩手県こころのケアセンターにおける東日

本被災者健診の対応については、それぞれの 

市町村のニーズに基づいて、健診の場での対

応、ハイリスク者への訪問、相談室への紹介

などの対応を行っていた。対応した者の抱え

る問題は健康問題が多く、その他に経済的問

題や、遺族としての悩み、家庭家族問題など

被災者が直面している問題がその背景にある

ものも存在していた。こころのケアセンター

に紹介されるケースは不眠、身体症状、抑う

つ症状を抱えているものが依然として多かっ

た。 

 

５. 被災者健診未受診者の分析 

 未受診理由は、「病院で検査を受けた」「職

場で健診を受けた」が上位を占めており、被

災者健診以外で健診にアクセスできている者

は比較的多いことが明らかとなった。しかし、

「体調が悪く外出できなかった」も約 5%おり、

該当者においては病院も受診できていない可

能性がある。 

また、未受診者と受診者の健康状態の比較

では、未受診者で精神健康不良の者、不眠が

疑われる者、PTSD 症状、主観的健康感不良、

ソーシャルネットワークが少ない者が有意に

多いことが明らかとなった。未受診者のなか

には、精神的な健康問題があることで受診で

きていない者が一定数いるものと考えられる

ため、フォローアップがより重要となる。さ

らに、未受診者ではソーシャル・サポートも

少なく、今後も定期的な訪問等によるケアが

必要と考えられた。 

 

Ｅ．結論 

本年度は、平成 23 年度から令和 2 年度にか

けて収集してきた被災者健診および質問紙調

査のデータを用いて、被災地住民の健康状態

の推移や関連要因、現在生じている健康課題

を様々な観点から明らかにした。 

被災者健診受診者においては、心の健康、

睡眠の問題、飲酒、喫煙、社会的支援の不足

といった多くの指標で、初年度以降、問題を

有するものの割合は減少、あるいは横ばいの

推移となっており、全体としては被災者の健

康状況は落ち着きを取り戻しつつあることが

うかがえた。居住形態と健康状態、生活習慣、

社会的支援の関連性の検討においては、災害

公営住宅の居住者で、震災前と同じ住居に居

住している者とくらべて健康状態、生活習慣、

社会的支援の問題が男女ともに多くみられ、

また近年の傾向として、災害公営住宅の居住

者においてより多くの問題がみられるように

なっており、新たな生活環境におけるサポー
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トやケアが必要であると考えられた。 

頭痛の頻度は平成 24 年度に震災前と比べ

て高くなり、以降は平成 30 年度まで減少して

いた。調査期間を通して頭痛を持つ群は若年、

女性に多く、精神的因子、震災関連 PTSD 因

子を持つ頻度が高く、身体因子、飲酒習慣を

持つ頻度は低かった。住居因子は平成 28 年度

から平成 29 年度にかけて影響が消失してい

て、住居環境の影響が次第に消失してきてい

ることが考えられた。ソーシャルネットワー

ク因子は、平成 25 年度から頭痛との関連を示

した。 

東日本大震災の津波被災者の収縮期血圧値

は震災後中長期で低下し、震災時住居移動有

群が無群に比べて収縮期血圧の低下の程度が

大きかった。これは、血圧上昇が想定される

状況下にもかかわらず、震災後に適切な降圧

療法を普及できたことのみならず、特に被害

が大きかった被災者を重点的に、被災者に対

する健康保持増進に関わる活動を活性化でき

たことが、被災者の血圧低下に影響した可能

性が考えられる。このことから被災者に対し

て健康保持増進活動を中長期にわたって行う

ことで心血管疾患の予防につながる可能性が

示唆される。 

血液検査異常の所見からは、被災地域全体

として、飲酒習慣、肥満傾向に伴う血液検査

異常が多い中で、筋力低下、サルコペニアに

起因する糖尿病発症が多いことが明らかにな

った。特に高齢女性の糖尿病発症予防として

運動・身体活動低下対策が重要と考えられた。 

食事摂取と生活機能については、被災高齢

者においても積極的かつ好ましい食事摂取は

将来の生活機能低下予防に持続的に働くこと

が明らかとなった。大震災発生から約 10 年が

経過し、被災者は被災直後だけでなく長期的

な循環器疾患の発症リスクが高いことが報告

され始めている。本分析は被災後の長期的な

循環器疾患発症リスクを下げるための食生活

改善方法の 1 つを提示できた可能性がある。 

口腔粘膜疾患は大規模災害後に発生率が高

くなる可能性が示唆された。高次歯科医療機

関が存在しない被災地では、高次歯科医療機

関の継続的介入が必要であると考えられた。

追跡調査による口腔関連 QOL の上昇要因は、

初年度に未処置齲歯を有していること、義歯

を使用していること、うつ状態にあることだ

った。これらは初年度調査で有意な口腔関連

QOL の低下要因であったことから、初年度に

口腔関連 QOL が大きく低下した者の多くが

その後回復傾向にあることが示された。また、

震災 3～5 年後程度の期間は歯が喪失してい

るのに反して口腔関連 QOL は向上していた

が復興がある程度進んだ 5 年後以降は歯の喪

失に伴って口腔関連 QOL が低下傾向にあっ

た。震災から 3-5 年後まで、震災と復興が口

腔関連 QOL に影響を及ぼし、それ以降その影

響は希薄になることが示唆された。 

肺機能検査を施行し、肺機能障害や喫煙状

況との関連について調査、比較検討した。2011

年から 2019 年までの調査による予測肺活量

(%)、予測 1 秒量(%)の比較を行うと予測肺活

量(%)、予測 1 秒量(%)ともに 2015 年をピーク

に以後は減少傾向が認められたが、2019 年度

は予測 1 秒量(%)に微増傾向が認められた。震

災後でも喫煙習慣と呼吸機能との関連は、

2011 年から 2019 年までの 9 年間で呼吸機能

の低下に頑健な結果を示した。 

小児調査の結果から、小児における心理的

苦痛の保有割合は男性と比べ女性が、平成 23

年度開始時年齢 9-11 歳に比べ 12-14 歳が有意

に高かった。家族や友人の死・行方不明の経

験があるもので、経験がないものと比べ心理

的苦痛の保有割合が有意に高かった。被災後

まもなくのいくつかの心と行動の変化は、被

災 3 年後の心理的苦痛との関連が示唆された。

大規模災害後に小児の心と行動の危険因子を

確認することで、後々まで心理的苦痛を感じ

る小児をスクリーニングすることができる可

能性が示唆された。これにより効果的な支援
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対策の一助となることが期待される。 

microRNA の分析では、平成 23 年度に保存

した血清 miRNA 値を測定した結果、震災後

の強い心理的ストレス状態、がん死亡、腎機

能低下と関連を示した。miRNA は被災後の高

負荷な環境においても、死亡、疾患発症やス

トレスなどを予測するバイオマーカーとして

有効であることが示唆された。 

内陸部と沿岸部の住民の健康状態の比較に

おいては、発災直後は沿岸部住民の健康状態

が不良であることが確認されたが、2015 年度

データでは内陸部においてメンタルヘルス、

社会的孤立、不眠症状、健康度自己評価の有

所見者割合が多かった。この背景には、発災

以降の支援や地域での取り組みが関係してい

る可能性がある。 

災害公営住宅における被災高齢者の分析か

らは、既存コミュニティの有無にかかわらず

新たな土地でソ―シャルキャピタルやソーシ

ャルネットワークを築くことが難しいことが

示された。高齢者という年齢を考えると多く

が現在の住宅を「終の住処」として生活して

いる。地域に出るきっかけづくりを含む、長

期的な高齢者支援のあり方について早急な取

り組みが求められる。 

脳卒中罹患は、震災年はすべての地域で有

意な増加を認めなかったが、震災年以後は浸

水被害が高度となるほど有意な減少をみとめ

た。これは震災後の津波被災者に対する様々

な支援活動と人口移動による影響と考えられ

た。 

東日本地震津波大災害後に AMI・SD の発

症数は本震のみならず余震の際に倍増した。

このことから、突然の心的ストレスは AMI・

SD 発症の強力なリスク因子であるものと推

定される。余震でもその発症が増加すること

より、本震後に速やかな発症予防対策を検討

する必要がある。 

精神保健調査において、過去 12 か月間に何

らかの精神疾患を経験していた仮設住宅住民

の有病率は、同時期の東日本一般住民調査の

有病率よりも高かった。大うつ病、全般性不

安障害、心的外傷後ストレス障害(PTSD)の頻

度が高かった。特に PTSD の有病率は同時期

の東日本住民調査での有病率より有意に高か

った。精神疾患経験者のうち医師受診した者

は 27％だった。被災の影響は PTSD の増加に

顕著であると考えられたが、被災地住民の精

神的問題の頻度の観点からは大うつ病、全般

性不安障害、PTSD が重要な対象疾患と思わ

れる。 

自殺念慮に関する岩手県、宮城県、福島県

の３県の仮設住宅住民調査の分析では、同時

期の東日本一般住民とくらべて、自殺念慮の

発生率が約３倍高かった。仮設住宅住民では、

自殺念慮は震災１年目に最も大きく増加した

が、２年目、３年目にもその程度は少なくな

るがやはり増加していた。家屋を失うなど一

定以上に被災した住民では震災２年目までは

自殺念慮の発現リスクが高いことに注意すべ

きである。 

こころのケアについての取り組みとして、

被災者健診は市町村とこころのケアセンター

を含めた被災地保健医療事業を進めるうえで

も役立つものであった。被災地住民や各地の

心理的危機にある方々への支援が行き届くよ

うな仕組みづくりが推進される体制の構築が

進められており、地域が再構築され、地域住

民がこころの豊かな生活を安心して享受でき

る社会につながる取組を提供していくために

は、長期的な視点で事業を継続していく体制

が必須であると考えられた。 

被災者健診の未受診者と受診者の健康状態

の比較では、未受診者で精神健康不良の者、

不眠が疑われる者、PTSD 症状、主観的健康

感不良、ソーシャルネットワークが少ない者

が有意に多いことが明らかとなった。未受診

者の定期的な訪問等のフォローアップによる

ケアが必要と考えられた。 
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Ｆ．健康危険情報 

  該当なし 
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